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(c i tizensh ip) の形成が、きわめて重要である。近年の貧困や社会的排除に関する研究にも、市










2000， Kahne & Middaugh 2009， Hess 2009， Levinson 2012，古田 2015a，古田 2015b)。その一
方で、その背景をなす関連政策の内容や展開については、未だ十分に整理されていない。先行研


















そして、学校風土も市民性形成に重要な影響を及ぼす (Levine2007， Camprコe112006， Carnegi e 















を提{共することができるためで、ある (CarnegieCorporation of New York & CIRCLE 2003)。こう
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にされてきた (Niemi& Junn 1998， Levine 2007)。また、教科以外に、課外活動や学校運営への
生徒参加の機会なども、生徒の市氏性形成に寄与してきた (Beck& Jennings 1982， Verba et a1 
1995， McFar1and & Thomas 2006)。加えて、 1980年代以降は、民間組織による市民性教育の教材








米l杓にサービス・ラーニング (servjce-l earni ng)が推進されてし 1く。
上述の動きはいずれも、市氏I~:形成に寄与する特定の科目や方法を、個別的に展開するもので
あったが、 1990年代末以降変化が見られる。 1999年に国際教育到達度評価学会が実施した市間企
教育に関する調査 (IEACivic Education Study)などが引き金となり、市氏性教育にかかわる数
多くのイニシアチブが生まれる (Avery2007)。これらは、市氏性教育を包括的に推進しようとす
る点に特徴がある。こうした動きの一つが、 2001年にメリーランド大学の公共政策大学院(当時)
に設置された「市民的学習と関与にする情報調査センター (Centerfor Inf ormat ion and 
Research on Civic Learning and Engagement 以下 cmCLEと表記)Jであるに CIRCLEは、ニ



















(civics) 9 (上記6実践の①に該当)とサービス・ラーニング (service-learning) ([司①に
当)に焦点をあて、政策の展開過程と実態の詳細に迫りたい。











( 1 )公民科の内容を含む什|スタンダード、を有する 44 51 
(2)州の高校卒業要件に公開の履修を含む 29 46 
(3)公民科の内容を含む什|テストを実施 42 15 
(4)進 または卒業に州テスト 15 υ 「
1998年時点で、既に多くの州が公民科のスタンダードを策定している(ただし、拘束力を持つ
川はこれらの約半数であった11) 0 2000年代以降、州スタンダードの動きはさらに広がり、 2012
年度時点で、全ての州が公民科の州スタンダードを有している 120 これは、 NCLB法で川スタンダ
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にとどまり、州テストの結果を判交・学区への賞罰に用し 1る州も娘られていた 130 2000年代以降
は、州テストを諜す川、州テストの合格を進級・卒業要件に含める州は、ともに大きく減少して
いる。また州テストの実施を継続する州でも、多くの場合、単純な多項目選択 (multiplechoice) 
式に変化している (Godsayet a1. 2012) 140 
このほか、高校卒業要件への組み込みも大きく進展が見られる。州の高校卒業要件に公民科履





1998年に実施された全米学力調査 (Nationa1 Ass essment of Educational Progress: NAEP) の
結果によれば、各学年で公民科を履修した生徒の割合は、 1988年と比べておおむね増加J/微増傾













家およびコミュニティ・サービスのための協会 (Corporationfor National and Comnunity 










のは、 2000年 12月時点と 2011年8月時点での各什|のSL関連の政策を整理したものである。2000
年については、 EducationCommission of the States (2001) および唐木 (2010)より作成し、
2011年については、筆者が全米教育委員会 (EducationCommision of the States)のデータベ





Leadership Council)が 2004年に行った調査によれば、 正課内でサービス・ラーニングを実施す
る公立校は全体の 28拡(1999年時点 16では 32出)であり、課外で、の地域貢献活動については 66出
(1999年時点では 64拡)にのぼる (Scales& Roehlkepartain 2004)。高校卒業資格・卒業単位の
一部と認める政策の影響からか、学校段階別ではいずれも高校段階での実施率が最も高い 170
表 2 各州の SL関連政策の実施状況 (2000年 12月/2011年 8月)
政策内容 州数 (2000年) 外|数 (2011年)
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特殊なアプローチは採っておらず、一定の代表性を有するといえる 180
カリフォルニアナ1'は、州全体に広く SLを展開することを E指して、 1992年に SL推進組織
Ca lServeを設立した 190 I司来B織は、 LASAから補助金を得ながら運営されている200 Ca1Serveの
イニシアチブに 1997年から 2000年の間に参加した 35のパートナーシップ21を対象とした調査
結果が、報告書;にまとめられている (Chietal. 2002)。
1997~2000 年の期間中に CalServeの資金援助を受けたパートナーシップを立i也61Jに見ると、





表 3 CalServeに参加したパートナーシップの生徒の人種・民族的背景(単位:弘)24 
1999~ 2000年 1997~ 1998年 チ1'平均
アメリカ系インディアン 1.2 1.3 O. 9 
アジア系 23.5 7.2 8. 0 
太平洋諸島系 l.3 l.6 O. 6 
フィリピン系 5. 7 5. 7 2.4 I 
ヒスパニック系 27.6 30. 6 42. 2 
アフリカ系 14. 0 15. 8 8. 6 






子どもは、政治・社会参加に必要な知識・技能・意欲等が乏しい傾向にある (CarnegieCorporat ion 











への重点の移行に特徴づけられる。 1994年に f初等l中等教育法 (Elementaryand Secondary 
Educat ion Act) Jの再改定法案として成立した「アメリ力学校改蓄二法 (IASA)Jにおいて、十1'レベ
ルでのスタンダードとテストに基づくアカウンタピリティの制度が連邦資金獲得の条件となった。
そして 2002年の NCLB法では、各卵、|に読解、算数・数学、理科のテスト策定(対象学年は3年生
---8年生)、合格点としての習熟 (proficient) レベノレの設定、 12年後に読解と算数・数学で全
生徒が習熟レベノレに達するための適正年次進捗度 (AYP)の設定が要求され、要改善の学校・学区
への罰則規定も定められた(北野ほか 2012，演元 2005)0 
NCLB法下での教育改革は、学校の授業実践の時間配分に大きな影響をもたらした。その具体的













表 4 NCLB法以後の小 での 1週間あたりの時間数の増減(単位:分)2 8 
ノゴ¥ニ 区平均 要改善校 要改善校 29を
がない学区 1つ以上有する学区
古フて土「 三口':I仁) +141 +124 十183
算数 十89 十90 十86
社会科 -76 -70 -90 
理科 -75 -67 -94 
芸術 -57 -55 -61 
体育 40 -32 -57 
休 50 -47 -60 
注 i+J i-J は増減を示す。
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表 5 NCLB法以後に当該科 目の時間が減少したと 回答した小学校の割合(単位-弘)30 
全学区平均 要改善校 要改善校を
がない学区 1つ以上有する学区
社会科 36 31* 51* 
理科 28 23* 43* 
芸術 16 12* 30* 
体育 9 7 14 
休み時間 20 6 22 
注*の数値は、 要改善校を有する学区と有さない学区との問に、 統計的に有意な差がある。
テス トスコアに基づく教育改革が貧困地域の学校に与える影響は、こうした時間数の増減のみ












や銃視用の問題が深刻化した。こうした問題を背景に、 1994年に制定された連邦ガン ・フリ ー法
(Gun-Free Schoo1 Act) を契機として、ゼロ・トレランス (zero-tolerance)政策による学校規
律改革が広まった310 ゼロ ・トレランスの最大の特徴は、「寛容容，なし(伝ze目r内otω;刀ole1'冶、3加a
通り、厳格に懲戒を行使する点にある。
連邦ガン ・フリー 法下でのゼロ・トレラ ンスの導入・ 展開過程は、おおむね以下のよ うに整理















傾向にある (Skiba& Peterson 1999， Harvard Civil Rights Project 2000， Brown 2011) 320 
他方で、 1選別的事例では、人種と停学卒等が単純に比例しない場合もあり、その背後には規律に
対する校長の哲学・姿勢の影響があるという (HarvardCi vil Rights Project 2000，片山 2004)。
表 6 1996年度時点での学校におけるゼロ・トレランスの方針策定率(単位:弘)33 
違反行為の種類
暴力 火器 火器以外 アルコール 薬物 タバコ
の凶器
全米平均 79 94 91 87 88 79 
地j或 都市 87 97 95 89 9] 83 
郊外 82 95 90 88 90 80 
I!T 71 90 86 82 83 77 
地方 76 94 92 88 89 78 
マイノリテ 5出未満 71 92 88 82 83 75 
ィの児童生 5~ 19弘 79 94 92 89 90 80 
徒の割合 20~49弘 83 95 90 87 89 79 
50弘以上 85 97 94 90 92 83 
無{賞・減額 20弘未満 76 92 88 86 87 77 
給食の対象 20~ 34% 77 94 90 87 88 82 
児童生徒の 35~49% 79 97 95 89 92 81 
宝口IJぷlコ入 50~ 74% 80 95 90 85 88 79 
75弘以上 84 95 93 87 89 81 
上記のような直接的な規則以外にも、ゼ3 ・トレランス政策を契機として、全米各地の学校で、
児童生徒の規律維持を目的とした様々な規則lや施策が整備された。教育省の教育統計局と吉j語五ぎ
の司法統計j司が年 llEJ刊行する、学校の犯罪と安全に関する調査報告書 Indicators01' 5c/7001 
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表 7 児童生徒の規律維持を宮的とした規則・施策の実施率(単位:払)35 
警備員/警官の配置 金属探知機による 校庭への出入りの制限
抜き打ち検査
1996- 2005- 2009- 1996- 2009- 1996- 2005- 2009-
1997 2006 2010 1997 2010 1997 2006 2010 
無{黄・減額 769も




10 37.9 39. 2 l.3 18 N/A 35. 5 
マイノリ 50拡




5 28. 3 30. 4 N/A 1.8 14 32. 8 26. 4 
以下
都市 20 49. 1 50. 9 8 10.6 35 53. 3 58. 7 
l立地 平均 10 41. 7 42. 8 4 5. 2 24 41. 1 46. 0 
Flanagan & Faison (2001) は、ゼロ・トレランスは寛容性を教え包摂的風土を形成する契機を
1)1むとともに、市民参加への意欲において重要な、社会的信頼や連帯意識を損ねるおそれがある
と警鐘を鳴らす。 上記の分析は、こうした状況が貧困地域の学ヰ交で、顕著に生じやすいことを示唆



























一般に、個人の学歴や所得により、政治・社会参加の不平等が形成されやすい (Nie et a1. 1996， 
Verba et a 1.2003)。これを踏まえれば、本来低所得層や低学力)習にこそ、学校での市氏性教育
の充実が必要である。だが現実には、こうした子どもはむしろ、学校での市民性教育の機会が相

















このように、 消極的介入にとどまり 、重点的保障も乏しい市民性教育政策と 、集権化を強め、
??
?
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されており、実際の学校現場でも実践例が数多く報告されている(今谷 2004，Auds1ey et a1 





















'1 現在は、タフツ大学 (TuftsUn i versi ty)に拠点を移している0
;: Carnegie Corporation of New York & CIRCLE (2003) 
6 Carnegie Corporation of New York & CIRCLE (2003) p. 6， 22-29. 
7 Carnegie Corporation of New York & CIRCLE (2003) p. 21. 
8 こうした傾向は、その後の政策文書にも見られる (U.S. Delコartmentof Educat ion 2012ほか)0
9 i公民科 (civics)Jと似た内容の科自として、しばしばfアメリカ政府 (Americangovernmen1し)J 
が見られるが、本稿では以後便宜的に、こうした科目も含めて「公民科Jと称する。
1 0 2012年の什|数は、 “civics" “American government円 “genera1 socia1 studies刊のいずれ
かを含む。
1 1 27州。 (T0101999， p. 26) 
1 ')ただし多くの場合、こうした州スタンダードの内容は知識に関するものが中心であり、技能
や資質を含むスタンダードを有する州は少数である(奥村 2009)。
13 12 HI。内訳は、 7什|が罰則、 7'HIが賞与。 2.J十|が両方に活用。 (To101999， p. 31) 
1 4 Godsa y et a1. (2012) によれば、 2012年度H主点で州テストを実施する州のうち、印刷i多項
回選択方式のみのテストで、あった。
げなお SLに期待される効果は市民性形成のみにとどまらず、社会貢献活動と教科学習の統合に
より、学習意欲を喚起し、学業成績の向上にも寄与する可能性を持つ (8i 1ig 2000)。
1 h比較対象とされている 1999年時点の数値は、教育省、の教育統計局による調査 (Skinner & 
Chapman 1999)からの引用。
1 7例えば正課内でのサービス・ラーニングでは、高校 44出 (1999年 46粉、仁十l学校 31弘 (1999
38弘)、小学校 22弘(1999年:25弘)となっている。
1 8またカリフオノレニア州では、複数の研:究者による詳細な実態調査が、 1990年代後半と、 2000
-75 
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年代中頃に実施されていた点も、同州を事例として取り上げた理由である。
19 Chi et a1. (2002)第 1章 p.3. (通し番号が付されていないため、以下このように表記)
20 Chi et a1. (2002)第 1章 p.3 
2 1 多くの「パートナーシップ」は学区単位で、の導入で、あったが、一部は複数の学区にまたがる









(Chi et 81. 2002第 7章 p.3)。調査対象のパートナーシップの多くは、補助金の少な くと
も一部を、 SLのコーディネーターの人何二費に充てていた。このため補助金終了後にコーディ
ネーターを自己財源で継続採用できるかどうかが、 SLの継続的実施の鍵となっていた (Chi
et a1. 2002第 7章 pp.7-8)。すなわち、中長期的には学区の財源が SLの科搬を左右するこ
とになり、ここに学区間格差の可能性が潜在しているのである。
2 -1 Chi et 81. (2002)第 2章 p.7より(一部筆者修正)。
2;) McMurrer (2007) 
26同様の指摘は、 vonZastrow (2004)，演元 (2005)，Jennings & Rentner (2006) なども参照0
2 7 この点については、 Schutz (2006)， Bryk et 81. (2010) を参照。
28 McMurrer (2007) p. 7 Table 4. (ただし表の形態は修正を加えている。)
29 NCLB f:去に基づき、要改善と半IJ断された (identified for improvement) 学校、是正措置
(corrective action)の対象校、もしくは学校再編 (restructuring)の対象校。
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